
H17 年 国 調 H12 年 国 調

64,008 人 59,577 人

決 算 額 構 成 比 経 常 － 財 構 成 比 決 算 額 構 成 比 経 常 － 財 経常収支比率
8,773,506 44.6 8,075,920 68.1 5,229,002 27.0 4,732,302 37.6

568,004 2.9 568,004 4.8 (3,810,531) (19.7) (3,399,980) (27.0)
49,563 0.3 49,563 0.4 2,920,296 15.1 1,165,972 9.3
43,187 0.2 43,187 0.4 2,581,116 13.3 2,548,723 20.3
43,264 0.2 43,264 0.4 (2,580,659) (13.3) (2,548,266) (20.3)

558,546 2.8 558,546 4.7 (457) (0.0) (457) (0.0)
25,049 0.1 25,049 0.2

－ － － －
153,849 0.8 153,849 1.3 2,400,616 12.4 1,761,632 14.0
233,150 1.2 233,150 2.0 273,502 1.4 241,109 1.9

2,134,751 10.8 1,940,678 16.4 650,307 3.4 499,904 4.0
(1,940,678) (9.9) (1,940,678) (16.4) 408,070 2.1 － －

(194,073) (1.0) － － 7,400 0.0 － －
12,817 0.1 12,817 0.1 1,898,561 9.8 1,046,879 8.3

532,520 2.7 － － － － － －
418,964 2.1 119,015 1.0 2,987,912 15.4 － －
122,318 0.6 － － (45,150) (0.2) － －

2,092,994 10.6 － － 2,987,912 15.4 － －
15,793 0.1 15,793 0.1 補助 (1,497,442) (7.7) － －

906,800 4.6 － － 単独 (1,443,123) (7.5) － －
30,080 0.2 10,593 0.1 府営事業負担金 (47,347) (0.2) － － 起債制限比率

217,269 1.1 － － － － － － （３年平均）
544,804 2.8 － － － － － － 実質公債費比率
273,469 1.4 － － － － － － （３年平均）
135,669 0.7 1,306 0.0 － － － －

1,806,132 9.2 － － － － － －
(81,800) (0.4) － － － － － －

(637,000) (3.2) － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

11,850,734

(12,569,534)

1号

決 算 額 構 成 比 対前年度比率 区 分 構 成 比 対前年度比率 2号
個 人 3,191,025 36.4 9.1 議 会 費 1.0 △1.9 3号
法 人 717,473 8.2 32.7 総 務 費 10.9 △5.2

3,819,161 43.5 △1.3 民 生 費 27.3 2.6 人 円
65,008 0.7 4.7 衛 生 費 8.7 △24.0 506 331,150

283,229 3.2 △0.6 労 働 費 0.1 △23.7
24 0.0 △57.9 農 水 費 2.0 △17.7
－ － － 商 工 費 0.5 △4.9
－ － － 土 木 費 18.7 △16.6
－ － － 消 防 費 5.6 5.9
－ － － 教 育 費 11.7 △0.1

697,586 8.0 △0.6 災 害 復 旧 費 － －
－ － － 公 債 費 13.3 2.9 区 分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次

(697,586) (8.0) (△0.6) 諸 支 出 金 － － 756 6,911 20,153
－ － － 前年度繰上充用金 － － 2.7 24.8 72.4

802 7,975 18,460

2.9 29.3 67.8

注）構成比については、端数処理を行っていない為１００％にならない場合があります。

合　　計

（財政調整基金）
積立金現在高

積立金　⑦
（財政調整基金）

246,800

41,864

積立金取崩し額⑧

92.0
12 年
国 調

554 329,585 98.6 10.9合 計 19,356,782 △5.9 合 計合 計 8,773,506 100.0 4.6

11.4 89.9
17 年
国 調事業所税 －

固定資産税 98.2

2,581,116
都市計画税 －

99.0 9.9 94.0
産 業 構 造 （ 人 ・ ％ ）

403,719 円
法定外普通税 2,260,834

滞納 計
313,083

区　　分 現年
被保険者
一人あたり費用

ガス税 1,092,879
教育公務員

48

(323,047)
市 税 徴 収 率

被保険者
一人あたり調定額

82,523 円
特別土地保有税 88,520

(うち技能労務職)
(64)電気税 3,622,476

都市計画税 0.28 ％
一世帯あたり
保険税調定額

155,342 円
たばこ消費税 24,708

(うち消防職）
(103)鉱産税 388,009

17,578 人
軽自動車税 1,689,133

一般職員
固定資産税 5,291,029

固定資産税

市民税
492,000 円

法人税割

被保険者数
（年平均）

市

民

税

個
人

均等割 3,000 円

所得割

199,957

繰入金 失業対策事業費
－

繰越金

0
府支出金 ⑩
財産収入

－
災害復旧事業費寄附金

⑨＝⑥＋⑦－⑧＋⑩

国有提供施設等交付金 内

訳

繰上償還金

特 別 投資・出資・貸付金

手数料 (うち人件費)

交通安全特別交付金
分担金及び負担金

繰出金
前年度繰上充用金

財政力指数 0.792
（３年平均） (0.783)

指 数 等
区 分

地方税 人件費
19,692,498 9,297,935

地方譲与税 (うち職員給)

歳 入 歳 出 （ 性 質 別 ）

H19.3.31住基人口

区 分 区 分

普 通 会 計 等 財 政 状 況 調 （ 平 成 １ ８ 年 度 ）
（単位：千円・人・％）

H19.3.31住基世帯数 H17年国調人口集中地区人口 人 口 密 度

6,659,286

地方債現在高 22,193,456

①
歳入総額

内

訳

市 民 税
目的税 －

臨時職員
入湯税

区 分 職 員 数

100.0

14.7 ％2,118,121

1.4 ％

(322,262)

市 税 目 的 別 歳 出
職 員 給 等 の 状 況

収支額

決 算 額

19,692,498 100.0 100.0

区 分 2,100,000 円

40,628 千円
6.0 ％

一 人 あ た り
給 与 月 額

法

人

均
等
割

3,600,000 円 普通会計から
の繰入額

448,840 千円

加入世帯数
（年平均）

9,338 世帯

適 用 税 率 の 状 況

100.0 11,996,521 95.4合 計 19,356,782
合 計

－－
うち減税補てん債

うち臨時財政対策債

国 保 会 計 の 状 況

－ －
地方債
諸収入

12.5
(12.6)
13.9

(14.0)

収益事業収入額 0

使用料 投資的経費

債務負担行為額 571,723
実質単年度収支

△101,480
国庫支出金 普通建設事業費

公債費比率 16.9
地方交付税

103,456
単年度収支　⑥＝

本年度⑤－前年度⑤

補助費等
内
訳

普 通 積立金

実質収支比率 1.5
地方特例交付金
自動車取得税交付金

173,147
実質収支
⑤＝③－④

物件費
維持補修費

特別地方消費税交付金
ゴルフ場利用税交付金

162,569
翌年度へ繰越す
べき財源　④

55.4小 計 10,730,414 8,446,997

標準財政規模 11,555,793
地方消費税交付金
株式等譲渡所得割交付金

335,716
歳入歳出差引額
③＝①－②

内
訳

元利償還金
一時借入金利子

7,361,178
配当割交付金 公債費

扶助費
19,356,782

②
基準財政収入額

歳出総額利子割交付金

区 分
決 算 額

面 積

42.94K㎡22,906 世帯 47,316 人 1,491 人
団体名 京田辺市 人口

類 似 団 体 の 類 型

60,671 人 Ⅱ－１

基準財政需要額

( )は減税債・臨財債を含む額


